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１．はじめに

近年，医療を取り巻く環境は大きく変化しつつあり，国民が医療に求める要求や要望も高度化し，かつ

多岐にわたるようになっている。このような医療を取り巻く潮流のなかで，近年とみに注目され，かつ活

用されるようになっている手段として満足度調査がある。日本の代表的な調査として，1996 年から開始さ

れている厚生労働省�受療行動調査�があり，そこでは全国の一般病院を利用した人々を調査対象として，

満足度が調査されている。これは患者が受けた医療サービスに対する満足度を訊いているため，一般的に

は患者満足度調査と呼ばれるものである。他方，非受診者もしくは医療機関を利用していない人をも調査

対象者に含み，医療もしくは健康全般についての満足度を訊く調査もあり，これらは世論調査とも言われ

る。そしてこれら世論調査は，何らかの政策的対応が可能なものについて訊くのが通例であり，それらは

政策満足度調査と言える性質を持っている。本稿では，医療政策に関係する満足度調査の現状とその動向

をまとめ，その回答を規定する要因について実証的に明らかにすることが目的となっている。

アンケート調査が，近年の政策において多く活用されるようになった理由は，次なる事情によるところ

が大きい。第１に，社会が複雑化・高度化し，国民・市民ニーズの速やかな汲み上げが危急の課題とされ，

アンケート調査が積極的に活用されるようになっていることである（酒井，2001.）。特に地方自治体では，

その財政難に加え，近年では市町村合併に伴う行政サービスの見直しや組織再編において，住民合意を得

る手段として活用されている側面もある。第２は，政策評価が様々な行政サービスを対象とするようにな

り，その浸透とともに，アンケート調査をあらゆるテーマで実施する必要性が高まってきていることであ

る（Weiss，1998.）。特に政策の有効性・効率性が以前に増して厳密に問われる現在，評価指標として活用

されるアンケート結果の解釈について，より多くの研究が行われるようになっている。第３は，ニュー・

パブリック・マネジメント（NPM）と呼ばれる新しい行政潮流である。ニュー・パブリック・マネジメン

トとは，⑴徹底した競争原理の導入，⑵業績 /成果による評価，⑶政策の企画立案と実施執行の分離，に
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より，行政の意識を，法令や予算の遵守に留まらず，より効率的で質の高い行政サービスの提供へと向か

わせ，行政活動の透明性や説明責任を高め，国民の満足度を向上させることを目指すものである（内閣府

ホームページ�構造改革用語集�）。中北（2000）でも示されるように，近年に実施された国立病院・療養

所の再編成は，このトレンドのなかで実施されている。

このような時代的流れのなかで，医療および医療政策についても，患者のみならず国民・市民全般に関

しての満足度を調査する必要性が，行政の場では高まっている。しかしその一方，医療には医療経済学で

長らく議論されてきた固有の問題が，このアンケート調査と密接に関係している。一般にアンケート調査

では，人々（回答者）が現在に利用できるあらゆる情報を利用して質問項目を判断し，回答し，その結果

が人々の真の選好を示しているとの想定がある。しかし医療経済学においては，消費者（患者）と生産者

（医師）の間には，医学知識や医療に関する情報ギャップ（医療における情報の非対称性）があり，その

大きさがこれまで議論されてきた（西村，2002.）。このような情報の非対称性問題がある医療に関して，

政策満足度と呼ばれる主観的データはどのような特徴を持つのか，そしてどのような要因から影響を受け

ているのかという点については，未知のテーマである。本稿では，その基礎的発見を目的として，医療に

関する主観的データの観察とその実証分析を行うこととする。

本稿の分析から得られた結果は，次のとおりである。一般に政策満足度を調査する方法は，現状にどれ

だけ満足しているかを尋ねる満足もしくは評価を訊く方法と，今後にどれだけの充実を求めたいかを尋ね

る重要さ（不満足）もしくは要望を訊く方法の２つがある。本稿では，全国調査である内閣府�国民生活

選好度調査�と，地域調査である名古屋市�市政世論調査�を利用して，医療に関連する政策満足度につ

いて比較検討した。その主要な結果は，次の３点である。⑴医療に関する充足度もしくは評価は時系列的

に低下傾向にある一方，重要度もしくは要望は逆に上昇する傾向にある。⑵パネルデータを利用した分析

から，�健康・医療�に関する評価や要望は，地域の病院機能や医療分担に依存している。⑶同様の分析か

ら，�高齢者福祉�に関する評価は，人口 10万対医師数に依存しているが，要望についてはそれとは独立

である。

以下２節では，幸福度や満足度といった主観的データ研究に関する先行研究をまとめ，３節では内閣府

�国民生活選好度調査�における領域�医療と保健�の時系列動向を観察する。４節では，名古屋市�市

政世論調査�の概要とその動向をまとめ，政策満足度の決定要因に関する仮説群を提示している。５節で

は，名古屋市�市政世論調査�における項目�健康・医療�に関する実証分析の結果を，６節では項目�高

齢者福祉�に関する実証分析の結果を報告している。最後７節では，本稿の結論の要約と今後の課題につ

いて述べている。

２．先行研究

幸福度研究（happiness research）の包括的サーベイである Frey and Stutzer（2002）は，この研究分野

が近年において強い関心を持たれるようになった理由として，研究成果が経済政策に関する意思決定に対

して有意義な情報を提供するようになっていることと，社会経済を規定する様々な制度的条件が，人々の

幸福や厚生に影響を与えている点の重要性が認識されるようになったことをあげている。
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この幸福度研究においては，人々にいまの幸福の程度や生活満足度，仕事満足度等をアンケートによっ

て調査するサーベイ調査法が利用され，これらのデータ研究は主観的データの活用に関する研究（主観的

データ研究）と呼ばれている。この主観的データとその活用については，研究の進展とともに様々な問題

が議論されている。Bertrand and Mullainathan（2001）では，質問の順序や設問の表現方法・言葉遣いに

よって回答が左右されてしまう問題や，社会規範に関する設問について，調査対象者が自らの真の意見で

はなく，社会的に見て，一般的に望ましいと考えられる意見を表明してしまう問題，調査対象者が質問内

容に関してあいまいな態度しか持っていない，もしくは明白な態度を持っていない場合の回答のゆらぎの

問題等の存在を指摘している。Kahneman and Tversky（2000）も，質問の順序や設問の表現方法・言葉遣

いで回答にばらつきが生じる問題を取りまとめており，Kahneman and Krueger（2006）では質問に関係

する過去の出来事について，いつどのようなことがあったのかということよりも，調査対象者がその出来

事をどのように捉えているのかがその回答に影響を与えていることを述べている。

またこのような幸福度や満足度といった主観的データは，どのような社会経済的要因から影響を受けて

いるのか，という点の解明を行う実証分析も併せて進められている。Frey and Stutzer（2002）はその包括

的なサーベイであるが，特に満足度・生活満足度と賃金・所得の関係については Clark and Oswald（1996）

や Ferrer-i-Carbonell（2005）がある。また近年ではパネルデータの利用によって個人属性を計量経済学的

に除去し，その統計的関係を明白にする研究手法の開発が進められており，働く能力のある人々の生活満

足度と失業の関係をWinkelmann andWinkelmann（1998）が，所得と生活満足度の関係を Ravallion and

Lokshin（2001）がその分析を行っている。ただし幸福度や満足度といった主観的データについて，他の要

因で統計的にそれを説明することの是非については議論があり，Bertrand and Mullainathan（2001）はデー

タバイアスの観点から，Hamermesh（2004）はその説明仮説としての経済学的な理論根拠の必要性を指摘

している。

日本では，大阪大学の社会経済研究所附属行動経済学研究センターの調査研究活動があり，そこでは幸

福度に関する大規模なアンケート調査�くらしの好みと満足度についてのアンケート�を実施している。

この調査結果報告である筒井ほか（2005）では，幸福度に影響を与える主たる要因として性差・年齢・職

業差・所得要因を考え，これらの要因に関して，幸福度に大きな統計的格差が観察されることを報告して

いる。またこのアンケート調査は，現在も継続的に実施されており（パネルデータ設定），日米間の比較研

究も同時に進められている。

政策研究に関しては，主に労働研究と少子化研究の２つの分野において，幸福度や満足度研究が応用さ

れている。労働政策においては，失業対策として失業者に失業給付金を支給する方法と，同額の資金で雇

用創出を行う政策のどちらが望ましいかについての議論がある。この２つの政策オプションについて，幸

福度や満足度を利用して，どちらの政策手段が望ましいかを実証的に判定しようとする研究が行われてお

り，大竹（2004）や佐野・大竹（2007）では同額の資金で雇用創出を行う政策の望ましさが示されている。

また富岡（2006）は，労働経済学における主観的データの活用に関するサーベイを行っている。

少子化政策においては，子供を持つことが幸福度や満足度を引き下げる要因になっていないか，そして

それが少子化の原因になっていないかに関心が持たれている。白石・白石（2007）は，子供数は主観的幸

福度にはプラスの影響を与えているが，生活満足度にはマイナスの影響を与えていることを報告している。

― 77 ―



松浦（2007）は，男性は子供数の増加に伴い生活満足度が上昇するのに対して，女性は逆に子供数の増加

に伴い生活満足度が低下する傾向を報告している。また白石・白石（2006）では，少子化研究に関連した

幸福度研究のサーベイを行っている。

このようにアンケート調査によって，人々の主観的な幸福度や満足度を把握し，それを政策議論に活用

する研究においては，人々が現在に利用できるあらゆる情報を利用して判断し，アンケートに回答し，そ

の回答結果が人々の真の選好を示しているとの想定がある。しかし医療経済学においては，消費者（患者）

と生産者（医師）の間には，医学知識や医療に関する情報に大きなギャップ（医療における情報の非対称

性）があることが議論されており，それはひとつの研究テーマにもなっている。このような情報の非対称

性問題がある医療に関して，主観的データはどのような特徴を持つのか，そしてどのような要因から影響

を受けているのかという点について未知のテーマである。次節では，その基礎的発見を目的として，医療

に関する主観的データの観察を行っている。

３．内閣府�国民生活選好度調査�

内閣府�国民生活選好度調査�は，国民生活政策の立案のための参考資料とするために，国民生活の様々

な分野のニーズ，満足度等，人々の主観的意識についての調査であり，1978 年度以降３年ごとに実施され

ている時系列調査である。この調査では，生活に関連した諸側面を 10 の福祉領域に分類しており，そのひ

とつに領域�医療と保健�項目がある。この領域�医療と保健�には，５つの個別質問項目があり，⑴体

力の維持や増強に努めること（体力の維持・増進），⑵イライラやストレスなどの精神的緊張が少ないこと

（精神的緊張の緩和），⑶適切な（良質な）診断や治療が受けられること（適切な診断・治療），⑷費用の

心配をあまりせずに診断が受けられること（費用の心配のない診療），⑸病気の予防や健康の相談・指導が

容易に受けられる（病気の予防・健康相談），の５つから構成されている。

これら個別質問項目に関して，その充足の程度（充足している度合い）を測定する設問�現在，それぞ

れがどの程度満たされているかをお答えください。ひとつひとつの事柄について，�十分に満たされてい

る�から�ほとんど満たされていない�までの５つの区分のなかで，あなたのお気持ちに最も近いものを

選んでください。�と，その重要さ（重要である度合い）を測定する設問�次の各事柄は，あなたのいまの，

あるいは，これからの生活にとって，どのくらい重要なことですか。ひとつひとつの事柄について，�きわ

めて重要�から�まったく重要でない�までの５つの区分のなかで，あなたのお気持ちに最も近いものを

選んでください。�が用意されている。

前者の設問は，国民の各項目に関する満足の程度を示すものであり，また各項目は政策的な措置を含む

ものであるから，�医療と保健�に関する政策の評価もしくは満足の度合いを示す指標でもある。後者の設

問は，国民の各項目に関する不満の程度を示すものであり，前者の場合と同様に�医療と保健�に関する

政策要望の強さを示す指標でもある。以下では，この領域�医療と保健�の各個別質問項目に関して，そ

の充足に関する指標と，その重要さに関する指標を時系列的に観察することとする。
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3.1 領域�医療と保健�に関する充足度

内閣府�国民生活選好度調査�では，先の充足に関する設問回答を利用して，各質問項目に関する充足

度を作成する。充足度とは，各質問項目に関して�充足している度合い�を得点化したものであり，５段

階それぞれに�十分に満たされている�＝５点から�ほとんど満たされていない�＝１点までの得点を与え，

各項目ごとに回答者数で加重した平均得点を求め，充足度に関する人々の評価を指標化したものである。

このため５点が最も高い充足の程度を示し，１点が最も低い充足の程度を示している。

図１は，縦軸に点（充足度）を，横軸に調査年をとり，領域�医療と保健�に関する充足度に関する時

系列的動向を示したものである。グラフから観察される主要な特徴は，次の３点である。⑴すべての質問

項目に関して，充足度は高い。⑵全般的に充足度は，低下傾向にある。⑶項目�適切な診断・治療�の充

足度は，常に他の項目よりも若干高い水準にあり，近年ではその乖離幅が拡大する傾向にある。

3.2 領域�医療と保健�に関する重要度

内閣府�国民生活選好度調査�では，先の重要さに関する設問回答を利用して，各質問項目に関する重

要度を作成する。重要度とは，各質問項目に関して�重要である度合い�を得点化したものであり，５段

階それぞれに�きわめて重要�＝５点から�まったく重要でない�＝１点までの得点を与え，各項目ごとに

回答者数で加重した平均得点を求め，重要度に関する人々の評価を指標化したものである。このため５点

が最も重要であることを示し，１点があまり重要でないことを示している。

図２は，縦軸に点（重要度）を，横軸に調査年をとり，領域�医療と保健�に関する重要度に関する時
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図１ 充足度�医療と保健�の時系列推移

出所）内閣府�国民生活選好度調査�より筆者作成



系列的動向を示したものである。グラフから観察される主要な特徴は，次の３点である。⑴すべての質問

項目に関して，重要度は高い。⑵全般的に重要度は，若干ではあるが上昇傾向にある。⑶近年にかけて項

目�適切な診断・治療�と項目�費用の心配のない診療�の重要度は，他の項目と比べて乖離して上昇す

る傾向がある。

次節では，この全国的な動向を踏まえた上で，名古屋市�市政世論調査�における�健康・医療�およ

び�高齢者福祉�に関する評価と要望の特徴をまとめ，それらに影響を与えている要因について実証的に

明らかにしている。

４．名古屋市�市政世論調査�

名古屋市�市政世論調査�は，市行政の各分野について市民の意見を引き出し，市民意識やその方向性

をとらえ，それを行政の中に生かしてゆく有効な手段として，年１回実施する調査であり，2006 年度で第

45回を迎えている。この調査では，�⑶市政について�として，2000 年度に策定された�名古屋新世紀計

画 2010�に基づいて選んだ，名古屋市市政の 30項目についての市民の評価（市政の評価，以下から評価と

呼ぶ）と要望（市政の要望，以下から要望と呼ぶ）を質問している。

市政の評価は，設問�以下の項目は，現在，名古屋市が進めている事業を分野別に 30項目にまとめたも

のです。このなかで，最近，名古屋市が特によくやっているとあなたが思う項目はどれですか。（あてはま

る番号３つまで選んで○印をつけてください。）�に関して，その項目を選んだ人が回答者全体のうち何％
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図２ 重要度�医療と保健�の時系列推移

出所）内閣府�国民生活選好度調査�より筆者作成



なのかを集計し，各項目ごとに公表している（市政の評価に関する選択者比率，以下から評価値と呼ぶ）。

また市政の要望は，設問�今後，名古屋市が特に力を入れて進めて欲しい項目はどれですか。（あてはまる

番号３つまで選んで○印をつけてください。）�に関して，その項目を選んだ人が回答者全体のうち何％な

のかを集計し，各項目ごとに公表している（市政の要望に関する選択者比率，以下から要望値と呼ぶ）。

前者の�市政の評価�は，回答者（市民）の各項目に関する満足もしくは評価している度合いを示すも

のである。このため公表される各項目ごとの選択者比率は，高ければ高いほど，当該項目について高い満

足もしくは評価であることを示している。後者の�市政の要望�は，回答者（市民）の各項目に関する不

満足もしくは評価していない（高い要望を持っている）度合いを示すものである。このため公表される各

項目ごとの選択者比率は，高ければ高いほど，当該項目について低い満足もしくは評価（高い要望）であ

ることを示している。

4.1 調査結果の概要とその特徴

この調査で提示される 30項目は，�１．高齢者福祉�に始まり，�30．市民サービス�までであり，市政

事業を包括的に捉えている。時系列的動向の特徴としては，市政の評価に関する選択者比率として高い値

を取るものは�ごみの減量と処理�・�高齢者福祉�・�公共交通�であり，市政の要望に関する選択者比率

として高い値を取るものは�高齢者福祉�・�健康・医療�・�児童福祉�である（澤野，2008.）。この提示

される 30項目のうち，医療に関連する項目は�健康・医療�と�高齢者福祉�の２つであり，評価であれ

要望であれ，地方自治体レベルにおいても高い関心を持たれていることがわかる。以下では，この項目�健

康・医療�と�高齢者福祉�について，その評価と要望の詳細を観察することとする。

4.2．項目�健康・医療�―市政の評価と要望の特徴―

図３は，縦軸に選択者比率（％）を，横軸に年齢（年齢別階級）をとり，項目�健康・医療�に関する

評価値をまとめたものである。グラフは，2000 年データ（00 健康・医療）と 2005年データ（05健康・医

療）の２つの系列が表示されている。このグラフから観察される主要な特徴は，次の３点である。⑴�健

康・医療�に関する評価は，全体的に低い。⑵高齢者であればあるほど，評価は高い。⑶ 2000 年から 2005

年にかけて，全体的に評価が低下している。

図４は，縦軸に選択者比率（％）を，横軸に年齢（年齢別階級）をとり，項目�健康・医療�に関する

要望値をまとめたものである。グラフは，同じく 2000 年データ（00 健康・医療）と 2005年データ（05健

康・医療）の２つの系列が表示されている。このグラフから観察される主要な特徴は，次の３点である。

⑷�健康・医療�に関する要望は，2000 年から 2005年にかけて，全体的に高まっている。⑸ 2000 年デー

タでは，高齢者であればあるほど，要望が高いという傾向があったが，⑹ 2005年データでは，どの年齢層

も高い要望を持つようになっている。

これら特徴をまとめると，次のとおりである。市政項目�健康・医療�は，全体的に評価は低く，要望

は高い。2000 年から 2005年にかけて，評価は低下し，要望は高まった。評価も要望も，高齢者であればあ

るほど高くなるが，要望に関しては近年その特徴が薄らいでいる。
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図３ �市政への評価�の時系列推移

注１）グラフ中の�00 健康・医療�は 2000 年調査における項目�健康・医療�に対する評価を，�05

健康・医療�は 2005年調査における評価を示している。

注２）グラフ中の�00 高齢者福祉�は 2000 年調査における項目�高齢者福祉�に対する評価割合を，

�05高齢者福祉�は 2005年調査における評価を示している。

出所）名古屋市�市政世論調査�より筆者作成

図４ �市政への要望�の時系列推移

注１）グラフ中の�00 健康・医療�は 2000 年調査における項目�健康・医療�に対する要望を，�05

健康・医療�は 2005年調査における要望を示している。

注２）グラフ中の�00 高齢者福祉�は 2000 年調査における項目�高齢者福祉�に対する要望を，�05

高齢者福祉�は 2005年調査における要望を示している。

出所）名古屋市�市政世論調査�より筆者作成



4.3 項目�高齢者福祉�―市政の評価と要望の特徴―

次に項目�高齢者福祉�について観察する。図３では，項目�高齢者福祉�に関する評価値をまとめて

おり，2000 年データ（00 高齢者福祉）と 2005年データ（05高齢者福祉）の２つの系列が表示されている。

このグラフから観察される主要な特徴は，次の３点である。⑴�高齢者福祉�に関する評価は，全体的に

高い。⑵高齢者であればあるほど，評価は高い。⑶ 2000 年から 2005年にかけて，若干の変動はあるもの

の，評価の構造は安定している。

同じく図４では，項目�高齢者福祉�に関する要望値をまとめており，2000 年データ（00 高齢者福祉）

と 2005年データ（05高齢者福祉）の２つの系列が表示されている。このグラフから観察される主要な特

徴は，次の３点である。⑷�高齢者福祉�に関する要望は，全体的に高い。⑸評価と同じく，高齢者であ

ればあるほど，要望は高い。⑹これも評価と同じく，2000 年から 2005年にかけて，要望の構造は安定して

いる。

これら特徴をまとめると，次のとおりである。市政項目�高齢者福祉�は，全体的に評価も高く，要望

も高い。2000 年から 2005年にかけて，評価も要望もその構造はあまり変化せず，安定している。また評

価も要望も，高齢者であればあるほど高い。

4.4 政策満足度の決定要因に関する仮説群

次に，これら評価と要望の構造を決定すると考えられる諸要因に関して，その仮説について検討する。

最初は，満足度もしくは幸福度に関する一般的な影響要因についてである。Frey and Stutzer（2002），筒

井ほか（2005）では，その基本的構造として，性差・年齢・職業差・所得要因を掲げ，それら要因には満

足度もしくは幸福度に関して，大きな統計的格差が観察されることを報告している。また Clark and

Oswald（1996）や Ferrer-i-Carbonell（2005）では，所得と満足度の統計的関係について検定している。こ

れら要因は，評価や要望といった政策満足度についても同様であることが予想できる。

次に医療および医療政策が持つ固有の要因についてである。医療サービスは，生産施設（病院や診療所）

の利用可能性に大きく依存することが知られており（都村，1978.），このアクセシビリティが評価や要望

に影響を与えている可能性がある。人口 10万対医師数は，この医療機関へのアクセスの容易さを示す変

数でもあり，医師誘発需要効果を示す変数でもある（西村，1987.，西村・大竹，1989.，西村，1996.，泉

田ほか，1998.，鈴木，1998.，岸田，2001.，山田，2002.）。仮に回答者（市民）が，医療機関アクセスの

容易さを良いものと考えているのならば，人口 10万対医師数は，評価値に対してプラスを，要望値に対し

てマイナスの影響を与えていることが予想できる。逆に回答者（市民）が，医師誘発需要効果を医療費高

騰という望ましくない現象であると考えているのならば，人口 10万対医師数は，評価値に対してマイナス

を，要望値に対してプラスの影響を与えていることが予想できる。

また医療においては，地域の病院機能および医療分担も重要な変数である。知野（2005）は，公立病院

と私立病院の偏在が医療費に影響を与えていることを明らかにした。さらに泉田（2001）と知野（2003）

は，政策医療と呼ばれる公的病院機能に注目し，その社会的な要請としての役割について議論している。

このように地域における公立病院の役割（もしくはその分担の大きさ）について，回答者（市民）の認識

および理解があるのならば，少なくとも評価値に対してプラスの影響を与えていることが予想できる。
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地域における病院と診療所の分布も，地域の医療機能を示す重要な変数である。ある地域において，医

療施設数（病院数と診療所数の合計）に占める診療所数の割合が高いことは，病院に比べて診療所へのア

クセスが容易であることを示している。このような診療所へのアクセスの容易さについて，回答者（市民）

がどのような認識もしくは判断を持っているのかは自明ではない。この変数については，先験的にその影

響の方向性を予想することはできないが，病診連携等の地域における医療機能の議論のためにも，重要な

変数となっている。

次節では，名古屋市�市政世論調査�を利用して，項目�健康・医療�と項目�高齢者福祉�に関して，

�市政の評価�と�市政の要望�に影響を与えている要因を実証的に明らかにする。この実証分析を行う

ために，次なる２つのデータセットを用意する。ひとつは，性差・年齢・職業差の基本的属性を観察する

ためのデータセットである。もうひとつは，名古屋市 16区別の 2005∼ 2005年（６年間）のパネルデータ

である。Winkelmann andWinkelmann（1998）や Ravallion and Lokshin（2001）は，パネルデータによる

満足度もしくは幸福度の実証的研究を行っており，本稿ではこの後者のパネルデータによって，所得要因

と医療固有の要因に関する仮説の検定を行おうと考えている。

５．実証分析１―�健康・医療�―

本節では，項目�健康・医療�に関して，その評価と要望に影響を与えている要因を実証的に明らかに

する。以下では，はじめに性差・年齢・職業差を観察するための基本推定を行い，その後に名古屋市 16区・

6年間のパネルデータを利用して，医療の固有の要因やその地域性に関して分析を行っている。

5.1 基本推定―性差・年齢・職業差―

表１のパネル Aは，被説明変数の�健康・医療�に関する評価値を利用して，その性差・年齢・職業差

についての回帰分析を行ったものである。表の左欄の結果が，年齢と評価値の関係について全体と男女別

で見たものであり，表の右欄の結果が職業と評価値の関係を見たものである。この推定結果からわかるこ

とは，次のとおりである。

年齢は，評価値と強い統計的関係を有しており，年齢の２乗項（２次項）の統計的有意性の結果から，

男女でその評価構造が異なっている。職業別の推定結果（推定式 1-A4）における職業別ダミー変数は，会

社員を基準として作成しており，推定された係数はその会社員の回答平均値からの乖離幅を示している。

公務員や専業主婦・学生は会社員の回答と統計的な差はないが，自営・自由業やアルバイト・パート，無

職の人は 2∼ 3％ポイント高い水準の評価値となっている。またすべての結果において，トレンド変数は

マイナスで統計的有意な変数となっており，時系列的に評価値が低下してきている。

表１のパネルBは，被説明変数の�健康・医療�に関する要望値を利用して，その性差・年齢・職業差

についての回帰分析を行ったものである。表の左欄の結果が，年齢と要望値の関係について全体と男女別

で見たものであり，表の右欄の結果が職業と要望値の関係を見たものである。この推定結果からわかるこ

とは，同じく次のとおりである。

年齢は，評価の場合と同様に，要望値と強い統計的関係を有しているが，その関係は年齢の１次項のみ
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が統計的有意な変数となっていることから，直線的な関係になっている。職業別の推定結果（推定式

1-A4）における職業別ダミー変数の作成方法は，評価の場合と同様であり，その特徴として，多くの職業

において会社員の回答平均値と統計的な差はないが，唯一，学生のみが 8.5％ポイント低い要望値となっ

ている。トレンド変数は，評価の場合と逆であり，時系列的に要望値が上昇してきている。
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表１ 政策満足度の推定結果―�健康・医療�・基本推定―

A．評価�健康・医療�

推定式1-A1（全体） 推定式1-A2（男性） 推定式1-A3（女性） 推定式1-A4（職業別）

Variable Coefficient t-statistic Coefficient t-statistic Coefficient t-statistic Variable Coefficient t-statistic

定数項 5.981 2.820 *** 8.149 2.332 ** 2.272 2.018 * 定数項 6.355 6.089 ***

年齢 −0.054 −0.538 −0.179 −1.089 0.152 8.015 *** 公務員ダミー 0.350 0.316

年齢**
2

0.002 2.082 ** 0.004 2.035 * 自営・自由業ダミー 2.325 2.102 **

トレンド変数 −0.721 −4.515 *** −0.676 −2.569 ** −0.767 −4.053 *** アルバイト・パートダミー 2.400 2.170 **

専業主婦ダミー 1.700 1.537

学生ダミー 1.344 1.118

無職ダミー 3.025 2.735 **

トレンド変数 −0.822 −2.973 ***

サンプル数 72 36 36 サンプル数 27

被説明変数平均 6.319 6.228 6.411 被説明変数平均 5.856

標準誤差 2.316 2.697 1.938 標準誤差 1.564

決定係数 0.611 0.538 0.692 決定係数 0.356

(自由度修正済み) (自由度修正済み)

対数尤度 −160.563 −84.6758 −73.3437 対数尤度 −45.643

B．要望�健康・医療�

推定式1-B1（全体） 推定式1-B2（男性） 推定式1-B3（女性） 推定式1-B4（職業別）

Variable Coefficient t-statistic Coefficient t-statistic Coefficient t-statistic Variable Coefficient t-statistic

定数項 −3.214 −0.695 1.224 0.509 −5.304 −0.697 定数項 11.675 3.509 ***

年齢 0.534 2.454 ** 0.251 6.218 *** 0.694 1.939 * 公務員ダミー −3.250 −0.904

年齢**
2

−0.003 −1.316 −0.005 −1.255 自営・自由業ダミー 4.200 1.169

トレンド変数 1.464 4.202 *** 1.504 3.722 *** 1.423 2.482 ** アルバイト・パートダミー −0.650 −0.181

専業主婦ダミー 5.000 1.391

学生ダミー −8.575 −2.386 **

無職ダミー 5.100 1.419

トレンド変数 2.660 3.096 ***

サンプル数 72 36 36 サンプル数 28

被説明変数平均 18.647 17.797 19.497 被説明変数平均 18.586

標準誤差 5.048 4.141 5.875 標準誤差 5.083

決定係数 0.490 0.591 0.405 決定係数 0.493

(自由度修正済み) (自由度修正済み)

対数尤度 −216.679 −100.669 −112.71 対数尤度 −80.5441

注１）パネルAの被説明変数は，調査対象者が，調査票において市政に関係する30項目を提示され，�最近，名古屋市が特によくやっ

ていると思う項目はどれですか。あてはまる３つだけ選んでください�という質問に対して，�健康・医療�を選んだ人の割合

（回答者比率，単位：％）である。

注２）パネルBの被説明変数は，調査対象者が，調査票において市政に関係する30項目を提示され，�今後，名古屋市が特に力を入れ

て進めて欲しいと思う項目はどれですか。あてはまる３つだけ選んでください�という質問に対して，�健康・医療�を選んだ

人の割合（回答者比率，単位：％）である。

注３）データは，推定式1-A1，2，3，B1，2，3で利用したものが2000から2005年の６年間，推定式1-A4，B4で利用したものが，同じ

区分で集計公表されるようになった2002年から2005年の４年間である。

注４）***は１％水準，**は５％水準，*は10％水準で，係数が有意であることを示している。

注５）変数名�年齢**
2
�は，年齢変数の２乗を示している。

注６）推定式1-A4，B4（職業別）で利用したダミー変数は，会社員を基準として作成している。



5.2 パネルデータ分析―医療の固有要因について―

表２は，作成したパネルデータについて，パネル Aにその変数名の定義を，パネルBに記述統計量をま

とめている。所得は，各区別の所得額データはないので，経済水準を示す１件あたり市税額を利用した。

医療に関連する変数は，人口 10万対医師数，公立病院比率，診療所比率の３つを利用する。その他に性差

を明示的に考慮して，女性人口比率を利用している。

推定方法は，各区固有の観察できない要因が定数項として表現できる固定効果モデル（Fixed Effects

Model；FE）と，それが確率変数として表現できる変量効果モデル（Random EffectsModel；RE）の２つ

を行い，変量効果モデルの統計的仮定を満たすかどうかの検定（ハウスマン検定）を行い，モデル選択を

行った。
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表２ 変数名の定義・記述統計量―パネルデータ分析―

A．変数名の定義

変 数 名 定 義 単 位
データ
出 所

評価�健康・医療� 調査対象者が�最近，名古屋市が特によくやっていると思う項目はどれですか�
という質問に対して，�健康・医療�を選んだ人の区ごとの割合

％ [1]

要望�健康・医療� 調査対象者が�今後，名古屋市が特に力を入れて進めて欲しいと思う項目はど
れですか�という質問に対して，�健康・医療�を選んだ人の区ごとの割合

％ [1]

評価�高齢者福祉� 調査対象者が�最近，名古屋市が特によくやっていると思う項目はどれですか�
という質問に対して，�高齢者福祉�を選んだ人の区ごとの割合

％ [1]

要望�高齢者福祉� 調査対象者が�今後，名古屋市が特に力を入れて進めて欲しいと思う項目はど
れですか�という質問に対して，�高齢者福祉�を選んだ人の区ごとの割合

％ [1]

１件あたり市税額 各区の市税の徴収実績（収入済額・総数）における税額１件あたりの金額 千円
（実質）

[2]，[3]

人口10万対医師数 各区の人口10万人あたりの医師数 人 [2]

公立病院比率 各区の公立病院（国立・地方自治体立）数が，当該区域の病院数に占める割合 ％ [2]

診療所比率 各区の診療所数が，当該区域の医療施設数（病院数と診療所数の合計）に占め
る割合

％ [2]

女性人口比率 各区の女性人口数が，当該区域の人口数（住民数)に占める割合 ％ [2]

データ出所

[1] 名古屋市�市政世論調査 平成12（第39回)∼17年度（第44回)�

[2] 名古屋市�名古屋市統計年鑑 平成12∼18年版�

[3] 総務省統計局�消費者物価接続指数 平成17年基準�

注１）データは，名古屋市16区・6年間（2000∼2005年)のパネルデータである。

注２）１件あたり市税額は，2005年基準の消費者物価指数で実質化している。

B．記述統計量（変数平均・標準偏差・最小値・最大値)

変 数 名 Mean Std Dev Minimum Maximum

評価�健康・医療� 6.29 2.99 0.00 15.40

要望�健康・医療� 18.78 5.85 8.20 39.30

評価�高齢者福祉� 16.87 5.73 7.10 34.30

要望�高齢者福祉� 36.30 6.17 23.50 52.30

１件あたり市税額 53.39 39.97 25.85 202.85

人口10万対医師数 290.31 254.16 82.20 1033.74

公立病院比率 11.58 9.62 0.00 25.00

診療所比率 92.57 2.81 85.85 96.58

女性人口比率 50.44 0.82 48.94 52.04



表３の左側の欄は，被説明変数に�健康・医療�に関する評価値（評価�健康・医療�）を利用した結果

を，右側の欄は，被説明変数に�健康・医療�に関する要望値（要望�健康・医療�）を利用した結果であ

る。評価�健康・医療�に関して，医療要因は公立病院比率がプラスの影響を，診療所比率がマイナスの

影響を与えている。その他，社会経済要因では，１件あたり市税額がマイナスの影響を，女性人口比率が

同じくマイナスの影響を与えている。要望�健康・医療�については，医療要因である診療所比率のみが

プラスの影響を与えている。

６．実証分析２―�高齢者福祉�―

次に本節では，項目�高齢者福祉�に関して，その評価と要望に影響を与えている要因を実証的に明ら

かにする。以下では，はじめに性差・年齢・職業差を観察するための基本推定を行い，その後に名古屋市

16区・6年間のパネルデータを利用して，医療の固有の要因やその地域性に関して分析を行っている。

6.1 基本推定―性差・年齢・職業差―

表４のパネル Aは，被説明変数の�高齢者福祉�に関する評価値を利用して，その性差・年齢・職業差

についての回帰分析を行ったものである。表の左欄の結果が，年齢と評価値の関係について全体と男女別

で見たものであり，表の右欄の結果が職業と評価値の関係を見たものである。この推定結果からわかるこ
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表３ 政策満足度の推定結果―�健康・医療�・パネルデータ分析―

被説明変数 評価�健康・医療� 要望�健康・医療�

Variable Coefficient t-statistic P-value Coefficient t-statistic P-value

１件あたり市税額 −0.310 −2.043 ** [.045] 0.286 0.913 [.364]

人口10万対医師数 −0.006 −0.394 [.694] −0.055 −1.644 [.104]

公立病院比率 0.563 2.281 ** [.025] −0.007 −0.014 [.989]

診療所比率 −1.125 −1.845 * [.069] 2.938 2.332 ** [.022]

女性人口比率 −14.141 −2.947 *** [.004] 8.784 0.887 [.378]

サンプル数 96 96

標準誤差 2.834 5.852

決定係数 0.101 −0.001

（自由度修正済み）

ハウスマン検定

統計量 18.828 14.048

P-value [.0021] [.0153]

採択モデル 固定効果 固定効果

注１）データは，名古屋市16区・6年間（2000∼2005年）のパネルデータである。

注２）***は１％水準，**は５％水準，*は10％水準で，係数が有意であることを示している。

注３）上記のハウスマン検定は，固定効果モデル（Fixed EffectsModel；FE）を対立仮説として，変量効果モデル（Random

EffectsModel；RE）が正しいとする特定化仮説（帰無仮説）を検定対象としたものである。表中のP-valueは，帰

無仮説を棄却することに関する確率水準を示している。
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表４ 政策満足度の推定結果―�高齢者福祉�・基本推定―

A．評価�高齢者福祉�

推定式4-A1（全体） 推定式4-A2（男性） 推定式4-A3（女性） 推定式4-A4（職業別）

Variable Coefficient t-statistic Coefficient t-statistic Coefficient t-statistic Variable Coefficient t-statistic

定数項 1.492 0.938 9.794 1.780 * 2.733 1.154 定数項 17.664 7.722 ***

年齢 0.335 10.131 *** −0.055 −0.211 0.331 6.729 *** 公務員ダミー −2.625 −1.062

年齢
＊＊2

0.004 1.538 自営・自由業ダミー 6.325 2.560 **

トレンド変数 −0.566 −1.365 アルバイト・パートダミー 3.000 1.214

専業主婦ダミー 4.825 1.953 *

学生ダミー −3.825 −1.548

無職ダミー 9.600 3.885 ***

トレンド変数 −1.376 −2.329 **

サンプル数 72 36 36 サンプル数 28

被説明変数平均 16.549 15.461 17.636 被説明変数平均 16.696

標準誤差 4.786 4.246 5.043 標準誤差 3.494

決定係数 0.589 0.659 0.559 決定係数 0.627

(自由度修正済み) （自由度修正済み）

対数尤度 −213.878 −101.019 −108.302 対数尤度 −70.053

B．要望�高齢者福祉�

推定式4-B1（全体） 推定式4-B2（男性） 推定式4-B3（女性） 推定式4-B4（職業別）

Variable Coefficient t-statistic Coefficient t-statistic Coefficient t-statistic Variable Coefficient t-statistic

定数項 3.460 0.601 3.478 1.348 0.997 0.133 定数項 34.771 9.497 ***

年齢 0.983 3.633 *** 0.669 12.472 *** 1.367 3.874 *** 公務員ダミー −0.450 −0.114

年齢
＊＊2

−0.003 −1.176 −0.008 −2.004 * 自営・自由業ダミー 6.150 1.555

トレンド変数 −1.054 −2.431 ** −1.795 −3.175 *** アルバイト・パートダミー 8.000 2.023 *

専業主婦ダミー 10.500 2.655 **

学生ダミー −12.475 −3.155 ***

無職ダミー 15.775 3.989 ***

トレンド変数 −1.859 −1.966 *

サンプル数 72 36 36 サンプル数 28

被説明変数平均 35.918 33.572 38.264 被説明変数平均 34.054

標準誤差 6.280 5.495 5.793 標準誤差 5.593

決定係数 0.774 0.815 0.812 決定係数 0.696

(自由度修正済み) （自由度修正済み）

対数尤度 −232.396 −111.388 −112.199 対数尤度 −83.221

注１）パネルAの被説明変数は，調査対象者が，調査票において市政に関係する30項目を提示され，�最近，名古屋市が特によくやっ

ていると思う項目はどれですか。あてはまる３つだけ選んでください�という質問に対して，�高齢者福祉�を選んだ人の割合

（回答者比率，単位：％）である。

注２）パネルBの被説明変数は，調査対象者が，調査票において市政に関係する30項目を提示され，�今後，名古屋市が特に力を入れ

て進めて欲しいと思う項目はどれですか。あてはまる３つだけ選んでください�という質問に対して，�高齢者福祉�を選んだ

人の割合（回答者比率，単位：％）である。

注３）データは，推定式4-A1，2，3，B1，2，3で利用したものが2000から2005年の６年間，推定式4-A4，B4で利用したものが，同

じ区分で集計公表されるようになった2002年から2005年の４年間である。

注４）***は１％水準，**は５％水準，*は10％水準で，係数が有意であることを示している。

注５）変数名�年齢
＊＊2
�は，年齢変数の２乗を示している。

注６）推定式4-A4，B4（職業別）で利用したダミー変数は，会社員を基準として作成している。



とは，次のとおりである。

年齢は，評価値と強い統計的関係を持っているが，それは男女で異なっている。男性の推定結果（推定

式 4-A2）では定数項のみが統計的有意な変数となったが，女性の推定結果（推定式 4-A3）では年齢の１

次項のみが統計的有意な変数となっているためである。職業別の推定結果（推定式 4-A4）における職業

別ダミー変数の作成方法は５節と同じであり，その特徴として，基準である会社員の回答平均値と公務員

やアルバイト・パート，学生の回答には統計的な差は観察されないが，自営・自由業や専業主婦，無職の

人は 4.8∼ 9.6％ポイントの範囲で高い水準の評価値となっている。トレンド変数は，年齢別の推定結果

では統計的有意なものとならなかったが，職業別の推定結果では統計的有意なものとなった。

表４のパネルBは，被説明変数の�高齢者福祉�に関する要望値を利用して，その性差・年齢・職業差

についての回帰分析を行ったものである。表の左欄の結果が，年齢と要望値の関係について全体と男女別

で見たものであり，表の右欄の結果が職業と要望値の関係を見たものである。この推定結果からわかるこ

とは，同じく次のとおりである。

年齢は，これまで同様，要望値と強い統計的関係を持っている。全体的に年齢の１次項のみが強い統計

的有意性を持っているが，女性の推定結果（推定式 4-B3）では年齢の２乗項（２次項）も統計的有意性を

持つ変数となっており，要望値においても性差が存在している。職業別の推定結果（推定式 4-B4）におけ

る職業別ダミー変数の作成方法はこれまでと同様であり，基準である会社員の回答平均値と公務員や自

営・自由業の回答には統計的な差は観察されないが，アルバイト・パートや専業主婦，無職の人は 8∼ 15％

ポイントの範囲で高い水準の要望値に，学生の人は 12.4％ポイント低い水準の要望値になっている。トレ

ンド変数は，多くの推定結果において統計的有意にマイナスの符号を取っており，時系列的に要望値が低

下してきている。

6.2 パネルデータ分析―医療の固有要因について―

表５は，作成したパネルデータについて，パネル Aにその変数名の定義を，パネルBに記述統計量をま

とめている。推定方法は，固定効果モデル（Fixed Effects Model；FE）と変量効果モデル（Random

Effects Model；RE）の２つであり，モデル選択の方法等も５節と同じである。

表５の左側の欄は，被説明変数に�高齢者福祉�に関する評価値（評価�高齢者福祉�）を利用した結果

を，右側の欄は，被説明変数に�高齢者福祉�に関する要望値（要望�高齢者福祉�）を利用した結果であ

る。評価�高齢者福祉�に関して，医療要因である人口 10万対医師数のみがプラスの影響を与えており，

それ以外の変数は統計的有意な関係を持たなかった。要望�高齢者福祉�に関しては，すべての変数が統

計的有意な関係を持たず，要望値に影響を与えている要因は観察されなかった。

７．おわりに

この論文の目的は，アンケート調査によって得られる幸福度や満足度といった主観的データについて，

医療政策に関係する調査の現状とその動向，そしてその回答を規定する要因について実証的に明らかにす

ることであった。一般に政策満足度を調査する方法は，現状にどの程度だけ満足しているかを尋ねる満足
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もしくは評価を訊く方法と，今後にどれだけの充実を求めたいかを尋ねる重要さ（不満足）もしくは要望

を訊く方法の２つがある。本稿では，全国調査である内閣府�国民生活選好度調査�と，地域調査である

名古屋市�市政世論調査�を利用して，医療に関連する政策満足度について比較検討した。本稿の分析か

ら得られた結果は，次のとおりである。⑴医療に関する充足度もしくは評価は時系列的に低下傾向にある

一方，重要度もしくは要望は逆に上昇する傾向にある。⑵パネルデータを利用した分析から，�健康・医療�

に関する評価や要望は，地域の病院機能や医療分担に依存している。⑶同様の分析から，�高齢者福祉�に

関する評価は，人口 10万対医師数に依存しているが，要望についてはそれとは独立であることがわかった。
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表５ 政策満足度の推定結果―�高齢者福祉�・パネルデータ分析―

被説明変数 評価�高齢者福祉� 要望�高齢者福祉�

Variable Coefficient t-statistic P-value Coefficient t-statistic P-value

１件あたり市税額 −0.017 −0.644 [.520] 0.0074 0.283 [.777]

人口10万対医師数 0.007 2.313 ** [.021] −0.0001 −0.019 [.985]

公立病院比率 0.047 0.550 [.582] −0.0067 −0.077 [.938]

診療所比率 −0.143 −0.516 [.606] −0.0877 −0.309 [.757]

女性人口比率 0.517 0.438 [.662] 0.0943 0.079 [.937]

定数項 2.292 0.035 [.972] 39.3537 0.588 [.556]

サンプル数 96 96

標準誤差 5.576 6.334

決定係数 0.053 −0.053

(自由度修正済み)

ハウスマン検定

統計量 4.450 9.895

P-value [.4866] [.0783]

採択モデル 変量効果 変量効果

注１）データは，名古屋市16区・6年間（2000∼2005年）のパネルデータである。

注２）***は１％水準，**は５％水準，*は10％水準で，係数が有意であることを示している。

注３）上記のハウスマン検定は，固定効果モデル（Fixed EffectsModel；FE）を対立仮説として，変量効

果モデル（Random EffectsModel；RE）が正しいとする特定化仮説（帰無仮説）を検定対象とした

ものである。表中のP-valueは，帰無仮説を棄却することに関する確率水準を示している。
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The aim of this report is to explain a research trend of subjective date, e. g. happiness and satisfaction,

and inform policymakers of itsmeanings and problems. Our main results are as follows : Firstly concern-

ing about health and health care, satisfaction has the downward trend, and need has reversely the

upward trend. Second using region-specific panel date (Nagoya city), we examine the objective determi-

nants of satisfaction and need. Both the satisfaction and the need of health and health care depend on the

regional hospital ownership variety and its clinic density. Finally the satisfaction of elderly care and

associated service has statistical relation with physician density, but the need has no relationship.
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